
第一種特定化学物質に指定することが適当とされた
塩素数が２のポリ塩化ナフタレン、ペンタクロロフェノールと

その塩及びエステル類の個別の適用除外の取扱い
及びこれらの物質群が使用されている製品で
輸入を禁止するものの指定等について（案）

平成27年９月29日
厚生労働省医薬食品局

審査管理課化学物質安全対策室
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新規化学
物質

上市

一般化学物質

（およそ２８,０００物質）

優先評価化学物質
（１７７物質）

難分解性又は高蓄積性が認められ、
かつ、長期毒性不明（人又は生態）（*1）

第二種特定化学物質

（２３物質）
難分解性又は高蓄積性が認められ、
かつ、長期毒性あり（人又は生態）

第一種特定化学物質

（３０物質）
難分解性かつ高蓄積性かつ長期毒性
あり（人又は生態）

・政令で化学物質を指定
・製造・輸入の許可制（事実上禁止）
・政令で指定した製品の輸入禁止
・政令で代替困難な用途を指定し、当該用途以外

使用禁止 等

・ 政令で化学物質を指定
・ 製造・輸入予定及び実績数量、

詳細用途等の届出
・ 必要に応じて予定数量の変更

命令 等

・ 告示で化学物質を指定
・ 製造・輸入実績数量、詳細用途

等の届出 等

・告示で化学物質を指定
・原則として製造・輸入実績数量、

用途等の届出 等

※物質数は平成27年7月1日時点のもの

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）の体系
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（*1） 相当広範な地域に相当程度残留
しているか、又は近くその状況に至る
ことが見込まれるかどうかを評価

（*2） 環境中へのばく露量（製造・輸入
数量等）をもとに評価 スクリーニング評価

（*2）

審査

分解性、蓄積
性、長期毒性
（人及び生
態）※を評価

第一種特定化学物質に該当しない化学物質

※人の長期毒性評価に用いる主な試験
（OECDガイドラインによる）

・慢性毒性試験
・変異原性試験
・生殖・発生毒性試験
・催奇形性試験
・がん原性試験 等
なお、新規化学物質の審査においては、

慢性毒性試験（ほ乳類を用いる反復投与毒
性試験）、変異原性試験（細菌を用いる復帰
突然変異試験、ほ乳類培養細胞を用いる染
色体異常試験）の結果に基づき評価。

リスク評価

第一種特定化学物質に該当
しないこと等について判定し
た結果を通知

（届出者）



POPs（Persistent Organic Pollutants 残留性有機汚染物質）

＝次の全てに該当する物質
①長期毒性あり（人又は生態）
②難分解性
③高蓄積性
④長距離移動性

１カ国に止まらない
国際的な環境汚染
防止の取組が必要

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）

POPsによる環境汚染防止のため、国際的に協調してPOPsの廃絶、削減等
を行う。

2001年５月採択、我が国は2002年８月に締結、 2004年５月発効。
2015年６月現在、178ヶ国（カナダ、ドイツ、フランス、英国、ロシア等）が締結。
締約国会議（COP）は２年に１回、これまで７回開催。
専門・技術的事項は、COPの下での残留性有機汚染物質検討委員会
（POPRC）で審議される。
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製造・使用等の
原則禁止

（参考）現在、POPs条約上、製造・使用等の原則禁止とされている物質
⇒ 全て第一種特定化学物質に指定済

アルドリン、エンドスルファン類、エンドリン、クロルデコン、クロルデン、ディルドリン、ヘキサクロロシクロヘキサン類、
ヘキサクロロベンゼン、ヘキサブロモビフェニル、ヘプタクロル、ペンタクロロベンゼン、ポリブロモジフェニルエーテル
類、マイレックス、トキサフェン、ＰＣＢ、ヘキサブロモシクロドデカン、ＤＤＴ、PFOS及びその塩・PFOSF



POPs条約第７回締約国会議（COP7）結果概要

○日時：2015年５月４日（月）～５月15日（金） ○場所：ジュネーブ（スイス）

○POPRCの勧告を踏まえ、以下の物質について、製造・使用等の原則禁止を決定

ポリ塩化ナフタレン（PCN）（塩素数が２～８）

ヘキサクロロブダジエン（HCBD）

ペンタクロロフェノール（PCP）とその塩及びエステル類

物質名 主な用途 決定された内容

ポリ塩化ナフタレン（PCN）
（塩素数が２～８）

エンジンオイル添加剤、
防腐剤等

・製造・使用等の禁止
（以下の用途を除外する規定あり）※１

－ポリフッ素化ナフタレン製造のための使用
－ポリフッ素化ナフタレンの中間体としての
製造

ヘキサクロロブタジエン
（HCBD）

※化審法第一種特定化学物質
に指定済み。

溶媒 ・製造・使用等の禁止

ペンタクロロフェノール
（PCP）とその塩及びエステ
ル類

農薬、殺菌剤 ・製造・使用等の禁止
（以下の用途を除外する規定あり）※１

－電柱とその腕木への使用とそのための製造

（例）

（PCP）

※塩素数が３～８のPCNは 第
一種特定化学物質に指定
済み

※１ 日本においても当該用途を代替困難な用途と判断するか否かについては、平成27年秋メドに開催予定の化学物質安全対策部会にお
いて審議。
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化学物質 POPRC*2における評価 今後の取扱い

塩素数が２のポリ塩化ナフタレン

【製造・輸入実績】
無し

塩素数が２～８のポリ塩化ナフタレ
ンとして評価した結果、難分解性、
高蓄積性、長期毒性（人及び生態）
及び長距離移動性*3が認められる
とされた。

第一種特定化学物質に指定

塩素数が３～８のポリ塩化ナフタレン

【製造・輸入実績】
無し

第一種特定化学物質に指定済み
（昭和54年）

ペンタクロロフェノール
ペンタクロロフェノールの塩
ペンタクロロフェノールのエステル類

【製造・輸入実績】*1

有り
・ペンタクロロフェノールのナトリウム塩

［用途］接着剤用・粘着剤用・シーリング
材用溶剤

難分解性、高蓄積性、長期毒性（人
及び生態）及び長距離移動性*3が
認められるとされた。

第一種特定化学物質に指定

ポリ塩化ナフタレンとペンタクロロフェノール類の取扱い
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*1 平成24年度の実績
*2 POPRC:残留性有機汚染物質検討委員会（締約国会議の下で、専門・技術的事項を審議する委員会）
*3 化学物質の放出源から離れた地点（極地等）において、検出されている。



① 塩素数が２のポリ塩化ナフタレン並びにペンタクロロフェノールとその塩及びエステル
類を化審法の第一種特定化学物質に指定すること（法第２条第２号）

② 代替困難な用途がある場合においては、当該用途を指定し、それ以外の用途への
使用を制限すること（法第25条）

③ 海外における使用事情等を考慮して、輸入を禁止する製品を指定すること（法第24
条第１項）

について薬事・食品衛生審議会において審議し、その結果を踏まえ、化審法に基づく第
一種特定化学物質の指定等の必要な措置を講ずる。

今後の予定等

※ 国連事務局から物質追加に関する通報の送付日（平成27年秋頃）から１年以内の施行が求められている。 6

平成２７年７月２２日

①について、化学物質安全対策部会で審議（公開案件、答申）

⇒薬事分科会に報告（平成27年９月１７日）

平成２７年９月２９日（予定）

②及び③について、化学物質安全対策部会で審議（公開案件、答申）

平成２８年※

TBT通報・パブリックコメント等を経て、化審法施行令を改正・施行



物質名
POPｓ条約で除外が
認められている用途

国内の状況

ポリ塩化ナフタレ
ン（塩素数が２～
８）

・ポリフッ素化ナフタレン製造のため
の使用

・ポリフッ素化ナフタレンの中間体とし
ての製造

左記の用途による使用実態が
なかったため、代替困難な用途
として指定する必要性は認めら
れない。

ペンタクロロフェ
ノールとその塩
及びエステル類

・電柱とその腕木への使用とそのための
製造

左記の用途による使用実態が
なかったため、代替困難な用途
として指定する必要性は認めら
れない。

対策（案）

○ ポリ塩化ナフタレン並びにペンタクロロフェノールとその塩及びエステル類については、
いずれも化審法第25条に基づく代替困難な用途の指定は不要

現状等

代替困難な用途の指定

○ 化審法第25条において、代替困難な用途がある場合においては、当該用途を指定し、
それ以外の用途への使用を制限することとされている。

○ 代替困難な用途を指定する場合、当該用途は、POPｓ条約で除外が認められている
用途でなければならない。
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対策（案）

○ ポリ塩化ナフタレンのほとんどが塩素数が異なる複数の同族体の混合物であること
を踏まえ、塩素数が３以上のポリ塩化ナフタレンに係る現在の輸入禁止製品を、塩素
数が２以上のポリ塩化ナフタレンに係る輸入禁止製品として指定することとする。

現状等

○ 化審法第24条第１項において、海外における使用事情等を考慮して、輸入を禁止す
る製品を指定することとされている。

○ 現在「塩素数が３以上のポリ塩化ナフタレン」については、当該物質が使用されてい
る場合の輸入禁止製品として、以下の製品が指定されている（化審法施行令第７条）。
一 潤滑油及び切削油
二 木材用の防腐剤、防虫剤及びかび防止剤
三 塗料（防腐用、防虫用又はかび防止用のものに限る。）

○ 海外調査等の結果、塩素数が２のポリ塩化ナフタレンのみが使用されている製品に
ついて、海外における製造実績等は確認されなかった。

輸入を禁止する製品の指定（塩素数が２のポリ塩化ナフタレン）
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対策（案）

○ ペンタクロロフェノールとその塩及びエステル類の過去10年以内の国内又は海外に
おける製造実績等を踏まえ、以下の製品を輸入禁止製品として指定する。
木材用の防腐剤、防虫剤及びかび防止剤
防腐木材、防虫木材及びかび防止木材
防腐合板、防虫合板及びかび防止合板
にかわ

現状等

○ 化審法第24条第１項において、海外における使用事情等を考慮して、輸入を禁止す
る製品を指定することとされている。

○ 海外調査等の結果、以下の製品について、過去10年以内の国内又は海外における
製造実績等が確認された。
・ 木材用の防腐剤、防虫剤及びかび防止剤
・ 防腐木材、防虫木材及びかび防止木材
・ 防腐合板、防虫合板及びかび防止合板
・ にかわ

○ 第一種特定化学物質が使用されている製品が過去10年以内に国内又は海外にお
いて製造実績等がある場合には、当該製品を輸入禁止製品に指定することとしている。

輸入を禁止する製品の指定（ペンタクロロフェノールとその塩及びエステル類）
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